
 

 

 

 

平成 25年 6月 19日 

各 位 

会 社 名      三井情報株式会社 

代表者名      代表取締役社長 社長執行役員 齋藤 正記 

（コード：2665、東証第二部） 

問合せ先 取締役 常務執行役員 河内 健次 

（TEL．03－6376－1008） 

 

支配株主等に関する事項について 

 

 当社の親会社である三井物産株式会社について、支配株主等に関する事項は、以下のとおりとなりますので、お知ら

せいたします。 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（平成25年３月31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

三井物産 
株式会社 

親会社 58.37 ― 58.37 

株式会社東京証券取引所 市場第一部 
株式会社大阪証券取引所 市場第一部 
株式会社名古屋証券取引所 市場第一部 
証券会員制法人 札幌証券取引所 
証券会員制法人 福岡証券取引所 

 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

 

(1) 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本

関係 

 

当社の親会社は三井物産株式会社であり、当社は同社の次世代・機能推進本部を主管部門としております。 

当社は親会社及びそのグループ企業より情報システム全般にわたるシステムインテグレーションサービスやコンピュー

タ運用管理業務の一括アウトソーシング等を受託しており、当社の重要顧客でありますが、取引条件等は一般取引先と同

様の手続き・方法により決定しております。 

平成25年６月19日現在、当社役員構成である取締役７名及び監査役４名のうち、親会社の従業員を兼ねる者が社外取

締役として１名就任しております。また、当社は親会社及びそのグループ企業から出向者を８名受け入れております。 

 

（役員の兼務状況）                                           （平成25年６月19日現在） 

役職 氏名 
親会社等または 

そのグループ企業での役職 
就任理由 

社外取締役 
（非常勤） 

渋田 淳一 
三井物産株式会社 
次世代・機能推進本部 
ITイノベーション第一部長 

三井物産株式会社での多様な業務経験をも
とに、当社グループの経営戦略に対する有
益な助言を与えることができる。 

 



 

 

 

(2) 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やそのグループ企業との取

引関係や人的・資本関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等 

 

親会社の企業グループに属することによる事業上の制約、リスクは特にございませんが、親会社およびそのグループ

企業は当社の重要顧客でもあり、当社の総売上高に占める割合も高いため（連結売上高の２割程度）、各社の方針や業

績が当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

親会社の企業グループに属することで、親会社の幅広い顧客・取引先のネットワークやその他の経営資源を積極的に

活用し得ることは、当社が取引拡大を図る上でのメリットとなっております。 

 

（３）親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策並びにその状況 

 

親会社等との取引は一般取引先と同様の条件下で行われ、資本等の関係による制約を受けることはございません。ま

た、当社が親会社等から役員等を受け入れる目的は、経営戦略等に対する有益な助言を得るためであり、当社独自の経

営判断を妨げるものではございません。よって、当社は親会社等からの一定の独立性が確保されていると認識しておりま

す。 

 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 

又は 

出資金 

(百万円) 

事業の 

内容又は

職業 

議決権等

の被所有

割合(％) 

関連当事者 

との関係 取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

親会社 
三井物産

株式会社 

東京都 

千代田区 
341,481 総合商社 直接58.4 － 

システム開

発、保守運

用業務、

ネットワー

ク機器販売

及び商品

等の購入 

商品等の

販売(注)１ 
7,974 売掛金 1,559 

取引条件及び取引条件の決定方針 

（注） １．商品等の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の事業者との取引を参考に個別に協

議し決定しております。 

 2．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

 

親会社等との取引における契約条件は個別案件毎に取り決めております。これは、一般取引先との取引条件決定の手

続き・方法と同等であります。 

以 上 


